
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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1 ○ A-2-1
県立学校防災施設・設

備等整備事業
山元支援
学校

県
基幹事業である「学校施設環境改善事業」により防災機能強化上必要な施設の整備を行うもの。
なお，整備が必要な施設・設備は各県立学校の状況，市町村の地域防災計画上の位置づけ等により異な
る。

0.333 0 0 0

2 ○ A-2-①
県立学校防災機能強化

事業
山元支援
学校

県
非常災害時の避難所となっている公立学校施設において，基幹事業では対象外となっている自家発電装
置等の整備や食糧等の物資を備蓄することにより，防災機能を更に効果的なものとするとともに，必要に
応じて地域住民との連携，体験型の防災教育プログラムを実施等を行うことにより防災機能強化を図る。

0.8 0 0 0

3 ○ A-4-1
埋蔵文化財発掘調査事

業
全域 県 復興事業に伴う埋蔵文化財の発掘調査事業 0.5 5,000 5,000 3,750

合計額 5,000 5,000 3,750 0 0

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 山元町 電話番号

都道県名 宮城県 担当部局名 震災復興推進課

（様式１－４②）

山元町復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）

省庁名：文部科学省 平成２４年１月時点
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